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は じ め に 

 

我が国では、「障害者差別解消法」の施行、「発達障害者支援法」の改正、「障

害者総合支援法及び児童福祉法」の改正など、これまでに障がい福祉に関する

国内法制の整備が行われ、障がいのある方を取り巻く環境は、めまぐるしく変

化しています。 

 松伏町においては、相談支援の充実や障害者総合支援法及び児童福祉法等、

制度改正に対応するため、平成２６年度に策定した第４期障がい福祉計画（平

成２７～２９年度）を見直しました。今回策定しました第５期障がい福祉計画

及び第１期障がい児福祉計画（平成３０～３２年度）は、「生きがいを持ち、自

立した生活と一人ひとりを大切にすることができるまち」の実現を目指してい

ます。 

計画の円滑な実施にあたっては、障がいのある方の意見や関係機関の皆様の

ご協力を仰ぎながら取り組んでいくことが重要です。これからも、皆様のあた

たかいお力添えとご理解をお願い申し上げます。 

 結びに、この計画の策定にあたり、ご尽力を賜りました松伏町第５期障がい

福祉計画及び第１期障がい児福祉計画の策定委員会の委員の皆様をはじめ、関

係者の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

平成３０年３月 

 

松伏町長 鈴 木  勝 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



目 次 

 

第１章 計画策定の概要 ................................................ 1 

１．計画策定の背景・趣旨 .................................................... 3 

２．関連制度の動向 .......................................................... 4 

３．計画の位置づけ .......................................................... 6 

４．計画の期間 .............................................................. 7 

５．計画策定の体制 .......................................................... 7 

（１）策定委員会の設置 .................................................... 7 

（２）パブリックコメントの実施 ............................................ 7 

６．計画の点検・評価 ........................................................ 8 

第２章 障がい者をめぐる状況 ............................................. 9 

１．人口の推移 ............................................................. 11 

２．障がい者の現況 ......................................................... 12 

第３章 計画の基本理念と基本方向 ...................................... 17 

１．計画の基本理念 ......................................................... 19 

２．計画の基本方向 ......................................................... 20 

第４章 施策の展開 ................................................... 23 

１．平成 32（2020）年度の目標値の設定 ...................................... 25 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 ................................. 25 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 ................... 26 

（３）地域生活支援拠点等の整備 ........................................... 26 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 ..................................... 27 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 ..................................... 28 

２．障がい福祉サービスの体系 ............................................... 29 

３．障がい福祉サービス ..................................................... 30 

（１）訪問系サービス ..................................................... 30 

（２）日中活動系サービス ................................................. 32 

（３）居住系サービス ..................................................... 34 

（４）相談支援 ........................................................... 35 

４．障がい児福祉サービス【第 1 期障がい児福祉計画】 ......................... 36 



 

（１）障がい児通所支援 ................................................... 36 

（２）障がい児相談支援 ................................................... 38 

５．地域生活支援事業 ....................................................... 39 

（１）必須事業 ........................................................... 39 

（２）任意事業 ........................................................... 46 

６．町立かるがもセンター（多機能型事業所）の充実 ........................... 48 

資 料 編 ............................................................ 49 

１．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画策定委員会の経緯 .. 51 

２．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画策定委員会設置取扱い

 ........................................................................... 52 

３．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画策定委員会委員名簿 53 

４．用語の説明 ............................................................. 54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障害者」等の「害」の表記について 

当町では、“心のバリアフリー”等を推進するために、広報紙など町で使う「障害者」な

どの「害」の字の表記について、可能な限りひらがなで表記するか、他の言葉で表現し

ています。ただし、国の法令や地方公共団体などの条例・規則などに基づく法律用語や

引用、施設名等の固有名詞については変更せずに、引き続き「害」の字を使っています。

このため、本計画でも「がい」と「害」の字が混在する表現となっています。  
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１．計画策定の背景・趣旨 

 

本町では、平成２７年３月に「松伏町第３次障がい者計画・松伏町第４期障がい福

祉計画」を策定しました。「第３次障がい者計画」では、「生きがいを持ち、自立した生

活と一人ひとりを大切にすることができるまち」を基本理念に掲げ、障がいの有無に

よって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会

の実現に向けて障がい者施策を総合的に推進するとともに、「第４期障がい福祉計画」

により、地域生活支援事業を含む障がい福祉サービスを計画的に展開してきました。 

このたび、平成２９年度をもって「第４期障がい福祉計画」が計画期間を終了する

こと、また、平成２８年の児童福祉法の改正により、これまで同法に基づく福祉サー

ビスとして障がい福祉計画に包含されていた障がい児に対する福祉サービスの内容が、

新たに「障害児福祉計画」として法定計画化されたこと、さらに「障害児福祉計画は障

害福祉計画と一体のものとして策定できる」とされたことを受け、本町では、両計画

を一体化した 

 

「松伏町第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」 

 

を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１章 計画策定の概要 

4 

２．関連制度の動向 

（１）障害者雇用促進法の一部改正（平成 25 年 6 月） 

雇用の分野における障がい者に対する差別を禁止するための措置及び法定雇用率

の算定基礎の見直し等を内容とする「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者

雇用促進法）の一部を改正する法律」が平成２５年６月に成立しました。 

平成２８年４月には、雇用の分野における障がいのある人に対する差別の禁止と

合理的配慮の提供の義務化が施行され、平成３０年４月施行分としては、法定雇用

率の算定対象に精神障害者が追加されることになります。 

 

（２）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正（平成 25 年 6 月） 

精神障がい者の地域生活への移行を促進するために、精神障がい者の医療に関す

る指針の策定や保護者制度の廃止、医療保護入院における入院手続き等の見直しが

平成２６年４月に施行され、精神医療審査会に関する見直しが平成２８年４月に施

行されました。 

 

（３）障害者権利条約の批准（平成 26 年 1 月） 

障がいのある人の人権や基本的自由の享有の確保・障がいのある人の尊厳の尊重

の促進、障がいのある人の権利の実現のための措置等が規定された条約で、締結国

には、市民的・政治的権利、教育・保健・労働・雇用の権利、社会保障、余暇活動へ

のアクセス等、様々な分野において障がい者の権利実現のための取組が求められて

います。 

 

（４）難病の患者に対する医療等に関する法律の施行（平成 27 年 1 月） 

難病の患者に対する医療費助成に関して、法定化により公平かつ安定的な制度を

確立し医療費助成の対象疾患を拡大するほか、難病に係る医療、難病に関する施策

の総合的な推進のための基本的方針の策定、難病の医療に関する調査及び研究の推

進等が施行されました。 
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（５）障害者差別解消法の施行（平成 28 年 4 月） 

すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重しあいながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解

消を推進することを目的に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障

害者差別解消法）が施行され、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供が規

定されました。 

 

（６）発達障害者支援法の一部を改正する法律の施行（平成 28 年 8 月） 

発達障がい者への支援の充実を図るために、発達障がい及び社会的障壁の定義の

改正、発達障がい者への支援に関する基本理念の新設、個々の発達障がい者の特性

に配慮しつつ総合的に応ずることができるようにするための医療、保健、福祉、教

育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の連携による相談体制の

整備等が進められることとなりました。 

 

（７）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福

祉法の一部を改正する法律の施行（平成 30 年 4 月） 

障がいのある人が望む地域生活を支援するために、自立生活援助や就労定着支援

等の障がい福祉サービスの新設や、障がい児支援のニーズの多様化へきめ細かく対

応するための居宅訪問型児童発達支援等の新設、さらに障がい児のサービスに係る

提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体における障がい児福祉計画の策定

の義務化等が規定されました。 
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３．計画の位置づけ 

 

「障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第８８条に基づく市町村障害福祉計画で、

障害者総合支援法に規定する障害福祉サービス、地域相談支援、計画相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項等を定め、障がい者福祉計画の一部で

ある障害福祉サービスなどに関してより具体的な内容を定めた実施計画として位置付

けられています。 

また、「障がい児福祉計画」は、児童福祉法第３３条の２０に基づく市町村障害児福

祉計画で、児童福祉法に規定する障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確

保に関する事項等を定め、障がい者福祉計画の一部である障害児通所支援などに関し

てより具体的な内容を定めた実施計画として位置付けられています。 
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４．計画の期間 

 

「松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画」の計画期間は３年を

１期とし、平成３０年度から平成３２年度までを計画期間とします。 

 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

第２次障がい者計画 

（平成 21 年度～平成 26 年度） 

第３次障がい者計画 

（平成 27 年度～平成 32 年度） 

  ●見直し      ●見直し 

第３期障がい福祉計画 

（３か年計画） 

第４期障がい福祉計画 

（３か年計画） 

第５期障がい福祉計画 

第１期障がい児福祉計画 

（３か年計画） 

  ●見直し   ●見直し   ●見直し 

 

 

 

５．計画策定の体制 

 

本計画の策定は、以下の体制で行いました。また、次の点に考慮して調査、計画検討

を実施しました。 

 

（１）策定委員会の設置 

本町では、障がい関係者をはじめ、福祉関係者の参画のもと、計画の策定に向けて

意見・審議等を図るために「松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉

計画策定委員会」を設置しました。 

 

（２）パブリックコメントの実施 

本計画の策定にあたり、町民の皆様に公表し、その案に対するご意見・ご要望を広

く募集しました。 
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６．計画の点検・評価 

 

本計画では、施策の実効性を高めるために、計画の策定（Ｐ：Ｐｌａｎ）及び実施

（Ｄ：Ｄｏ）の後、設定した数値目標の達成状況や事業の進捗状況等について評価・検

証（Ｃ：Ｃｈｅｃｋ）を行い、その結果をもとに、施策・事業の必要性等について検

討・改善（Ａ：Ａｃｔｉｏｎ）していく、ＰＤＣＡサイクルを採用します。 

また、利用者やサービス提供事業者の意向などを反映させながら、平成３２（２０

２０）年度に次期計画の策定を行います。 

 

◇点検・評価の手順（ＰＤＣＡサイクル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 善
Action

実 施

Do

計 画

Plan

評価・検証

Check

住民満足の向上

継 続 的 改 善
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１．人口の推移 

 

近年における本町の人口はわずかながら減少傾向にあり、平成２４年度の３０，

９４４人から、平成２８年度には２９，９８９人となっています。５年間では９５５

人の減少となっています。 

 

◇町の総人口の推移                                       （単位：人） 

資料：住民基本台帳（各年度３月末現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

人 数 30,944 30,692 30,507 30,186 29,989 

前年比 △ 212 △ 252 △ 185 △ 321 △ 197 
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２．障がい者の現況 

 

① 身体障がい者（児） 

身体障害者手帳の所持者数は、平成２４年度の８８１人から平成２８年度には

９１３人と全体的には増加しており、手帳の等級別にみると、１級と４級の所持者

が増加しています。 

５つの障がい種別にみると、総数では肢体不自由が多数を占めていますが、心

臓、じん臓、呼吸器機能障害などの内部障がいが増加しています。 

 

◇身体障害者手帳所持者の推移                             （単位：人） 

区 分 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

１級 302 307 298 308 323 

２級 136 137 129 130 116 

３級 139 139 142 136 129 

４級 198 219 226 222 237 

５級 64 62 65 70 70 

６級 42 42 40 41 38 

合 計 881 906 900 907 913 

各年度３月末現在 

 

◇身体障害者手帳所持者数の内訳                         （単位：人） 

区 分 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

視覚障害 59 60 57 58 56 

聴覚平衡障害 45 45 46 49 45 

音声言語障害 13 14 12 14 15 

肢体不自由 523 542 531 530 527 

内部障害 241 245 254 256 270 

合 計 881 906 900 907 913 

各年度３月末現在 
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② 知的障がい者（児） 

療育手帳の所持者数は、平成２４年度の２１２人から平成２８年度には２４６

人と、５年間で３４人の増加となっています。 

手帳の障がいの程度別にみると、全体的に増加しており、特にＣ（軽度）の方が

増加しています。 

 

◇療育手帳所持者の推移                               （単位：人） 

区 分 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

１８歳未満 79 76 81 84 80 

１８歳以上 133 143 151 157 166 

合 計 212 219 232 241 246 

各年度３月末現在 

 

◇療育手帳所持者数の内訳                              （単位：人） 

区 分 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

○Ａ （最重度） 53 53 53 55 55 

Ａ（重度） 63 66 67 68 68 

Ｂ（中度） 55 55 57 60 62 

Ｃ（軽度） 41 45 55 58 61 

合 計 212 219 232 241 246 

各年度３月末現在 
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③ 精神障がい者（児） 

手帳所持者数は、平成２４年度の９９人から平成２８年度には１７４人と、５年

間で７５人増加しています。特に２級の方が増加しています。同様に精神通院医療

の受給者も大幅に増加しました。 

 

◇精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移                 （単位：人） 

区  分 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

１級 2 6 9 12 12 

２級 62 68 74 86 103 

３級 35 34 44 55 59 

合 計 99 108 127 153 174 

各年度３月末現在 

◇自立支援医療（精神通院医療）の受給者数               （単位：人） 

 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

受給者数 267 282 299 328 357 

各年度３月末現在 

④ 発達障害 

平成１７年４月に施行された発達障害者支援法では、「発達障害」は、「自閉症、

アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その

他これに類する脳機能の障がいであってその症状が通常低年齢において発現する

もの」と定義されています。平成２３年には障害者基本法が改正され、障がい者の

定義の中に「発達障がい者」が加わりました。 

発達障がい者（児）の実態については、詳細は把握できていません。 

 

   発達支援巡回事業 平成２８年度 ３４人 
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⑤ 高次脳機能障害 

交通事故や脳出血などにより脳に損傷を受けたために、記憶障がい、注意障が

い、遂行機能障がい、社会的行動障がいなどの認知障がいが生じ、日常生活や社会

生活を送ることに困難を有する状態をいいます。 

身体障害者手帳や精神障害者保健福祉手帳を取得することが可能ですが、実態

については十分に把握できていません。 

⑥ 難病患者 

平成２４年６月に改正した「障害者総合支援法」では、障がい者の定義に「難病

等（治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病）」を追加し、身体障害者

手帳の有無に関わらず障がい福祉サービス等の対象としています。 

 

◇難病患者障がい福祉サービスの受給者数                 （単位：人） 

 
平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

受給者数 0 0 0 0 0 

各年度３月末現在 
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１．計画の基本理念 

 

本計画は、障がい者（児）に対する町の福祉施策を包括的に定める「障がい者計画」

を上位計画とし、障がい者計画が示す指針のもとで、障害者総合支援法並びに児童福

祉法に規定された具体的な福祉サービス等を実施するための計画です。従って、計画

の基本理念は「松伏町第３次障がい者計画」の基本理念を踏襲し、障がい者と障がい

児の自立支援と福祉サービスの充実に努めます。 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生きがいを持ち、自立した生活と 

一人ひとりを大切にすることができるまち 
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２．計画の基本方向 

 

本計画は、以下の基本方向に基づいて推進します。 

  

① 施設、病院から地域生活への移行の推進 

障がい者の自立支援の観点から、国、県、事業者、障がい者団体等の関係機関と連

携し、障がい者支援施設又は精神科病院から地域生活への移行を推進します。 

このため、「住まいの場」であるグループホームの設置を促進するとともに、「日中

活動の場」の整備に努めます。 

 

② サービス提供体制の充実 

発達障がいや高次脳機能障がいなども含めた障がい者等のニーズに対応した適切

なサービスが提供できるよう、訪問系サービスや日中系サービスなど、計画的なサ

ービス提供体制の整備に努めます。 

 

③ 就労支援の強化 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、それぞれの意欲や能力に応じて

働くことができるよう支援する体制づくりが必要です。このことから、就労移行支

援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一般就労への移行を進めるととも

に、福祉施設における雇用の場を確保していきます。 

また、福祉施設や教育機関、ハローワーク、企業と協力し、雇用の促進に努めます。 

 

④ 相談支援の提供体制の確保等 

発達障がいや高次脳機能障がいなども含めた障がい者等が地域で自立した生活を

送るには、障がい福祉サービスの確保とともに、サービスの適切な利用を支える相

談支援体制が必要です。 

個別事業における専門的な指導や助言が可能であり、また、地域の障がい福祉サ

ービスやその利用者及び社会的基盤に関する実情を把握するとともに障がい福祉サ

ービス事業者等との広いネットワークを有する指定相談支援事業者への委託を通じ

て、ニーズに的確に対応できるサービス提供体制の充実を図ります。 

さらに、障害者差別解消法に基づき、障がい者及びその家族その他の関係者から
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の障がいを理由とする差別に関する相談に的確に応じるとともに、障がいを理由と

する差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を

図ります。 

 

⑤ 障がい児を対象とした福祉サービスの充実 

児童福祉法改正により「障害児福祉計画」が法定計画化された趣旨を踏まえ、従来

の障がい児に対する福祉サービスと、新たに加わった重度の障がい児や医療的ケア

を必要とする障がい児等への支援の充実に努めます。 

 

⑥ 高齢障がい者の介護保険サービスの円滑な利用 

障がい福祉サービスに相当するサービスが介護保険法にある場合、介護保険サー

ビスの利用が優先されることになっています。高齢障がい者が介護保険サービスを

利用する場合、障がい福祉制度と介護保険制度の利用者負担の上限が異なるために

利用者負担が新たに生じることや、これまで利用していた障がい福祉サービス事業

所とは別の介護保険事業所を利用することになる場合があるといった課題が指摘さ

れています。 

このため、６５歳に至るまで相当の長期間にわたり障がい福祉サービスを利用し

ていた一定の高齢障がい者に対し、介護保険サービスの利用者負担が軽減されるよ

う、障がい福祉制度により利用者負担を軽減（償還）する仕組みを設け、障がい福祉

サービス事業所が介護保険事業所としても、サービス指定を受ける等の見直しを行

い、介護保険サービスの円滑な利用を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 計画の基本理念と基本方向 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 施策の展開 

 

25 

１．平成 32（2020）年度の目標値の設定 

 

障がい福祉計画では、施設入所者の地域生活への移行、精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築、地域生活支援拠点の整備、福祉施設利用者の一般就労へ

の移行等を進めるために、目標値を設定します。必要なサービスの量を見込むにあた

っては平成３２年度を目標年度とし、本町のこれまでの実績や地域の実情に応じた数

値目標を設定しました。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本指針においては、「平成２８年度末時点での施設入所者の９％以上が地域

生活へ移行することとするとともに、これに合わせて平成３２年度末の施設入所者

数を平成２８年度末時点の施設入所者から２％以上削減することを基本とする。」と

しています。 

県の考え方では「地域移行者数は国と同様９％以上とするが、障害者施設入所者

の削減数の数値目標は設定しない。」とあり、設定しない理由として、「本県の入所待

機者は年々増加しており、特に強度行動障害や重度の重複障害などによる地域生活

が困難な者が多数入所待ちをしている状況である。」としています。本町も施設入所

者数の削減は、県の考え方に準拠し、目標値は設定しないこととしました。 

地域生活移行の見込み量については、施設入所者の個々の状況から判断して３人

としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 数 値 備  考 

施設の入所者数（A) ２６人 平成２９年３月３１日の施設入所者数 

【目標値】地域生活移行 ３人 
（A）のうち、平成３２年度末までに地

域生活へ移行する目標人数 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることを可能とするた

めに、医療や介護、保健・福祉、生活支援や介護予防を総合的に提供する地域包括ケ

アシステムの構築を進めています。このシステムは、高齢者をケアする重要な仕組

みであり、その対象者として認知症高齢者の方も含まれています。 

一方、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムでは、従来のシステムに加 

えて、医療においては精神科医療、福祉においては障がい福祉が重要な構成要素と 

なります。 

本町における住民の高齢化の進展にともない精神障害者保健福祉手帳を取得され

る認知症患者の方も今後増加が見込まれることから、これまで地域包括ケアシステ

ムを推進しております高齢者福祉計画・介護保険事業計画と連携し、精神障がい者

にも対応する地域包括ケアシステムの構築に努めてまいります。国の指針では平成

３２年度末までに全ての市町村ごとに協議会やその他の専門部会など保健、医療、

福祉関係者による協議の場を設置することとしています。本町においては、平成３

２年度末までに協議会を設置予定とします。 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

地域生活支援拠点については、第４期障害福祉計画の基本指針において、各市町 

村又は各圏域に少なくとも一つ整備することが基本とされましたが、全国的に進ん 

でいないという状況にあります。 

この拠点が持つ機能としては、①相談、②緊急対応、③体験の機会、④専門的人材  

 の育成、⑤地域の体制作りの５つが求められていますが、国の方針において、その 

整備については地域の実情に応じ市町村が判断することとされました。 

以上を踏まえ、本町では、多機能拠点整備のみならず、町内の障がい福祉サービス 

事業者を社会資源として捉え、それらを有機的に結合した面的整備、更に周辺自治 

体と共同での拠点整備など、様々な形態での拠点整備の可能性の検討を進めていき 

ます。 

地域生活支援拠点等の整備について、国の指針では平成３２年度末までに各市町

村又は各圏域に少なくとも一つを整備することとしています。 

県の考え方では「国の基本指針のとおり」としています。本町においては、平成３

２年度末までに地域生活支援拠点等を整備予定とします。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業）を通じて平成３２年度中に一般就

労に移行する者の目標値を設定することとされ、平成２８年度の一般就労への移行

実績の１．５倍以上とすることを基本としています。 

また、当該目標値を達成するため、就労移行支援事業の利用者数については、平成

３２年度末における利用者数が平成２８年度末における利用者数の２割以上増加す

ることを目指すものとしています。 

なお、就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８

割以上とすることを基本としています。 

 

項 目 数 値 考え方 

平成２８年度の一般就労移行者数 ３人 
平成２８年度において福祉施設を退所

し、一般就労した人数 

【目標値】 

平成３２年度の一般就労移行者数 
５人  

平成２８年度末の就労移行支援事業

利用者数 
１４人  

【目標値】 

平成３２年度の就労移行支援事業利

用者数 

１７人  

【目標値】 

平成３１年度末の職場定着率 
８０％ 

就労定着支援事業による支援を開始し

た時点から１年後の職場定着率 

【目標値】 

平成３２年度末の職場定着率 
８０％  
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

国の基本指針では、平成３２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に

少なくとも１か所以上設置することを基本としています。なお、市町村単独での設

置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えないものとしています。 

また、平成３２年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用で

きる体制を構築することを基本としています。なお、市町村単独での設置が困難な

場合には、圏域での設置であっても差し支えないものとしています。 

平成３２年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを

基本としています。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であ

っても差し支えないものとしています。 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、県、各圏

域、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を

図るための協議の場を設けることを基本としています。なお、市町村単独での設置

が困難な場合には、県が関与した上での、圏域での設置であっても差し支えないも

のとしています。 

 

項 目 
28年度末

実数値 

32年度末

目標値 
考え方 

児童発達支援センター

の設置数 
０ １か所 

平成３２年度末までに１か所以上設置 

（圏域設置可） 

保育所等訪問支援の体

制の構築 
無 有 

平成３２年度末までに体制を構築 

（圏域での体制構築可） 

児童発達支援事業所の

設置 
１か所 １か所 

平成３２年度末までに主に重症心身障が

い児を支援する事業所を１か所以上設置

（圏域設置可） 

放課後等デイサービス

事業所の設置 
０ １か所 

平成３２年度末までに主に重症心身障が

い児を支援する事業所を１か所以上設置

（圏域設置可） 

協議の場の設置 無 有 

平成３０年度末までに医療的ケア児が適

切な支援を受けられるための関係機関の

協議の場を１か所以上設置 

（圏域設置可） 
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２．障がい福祉サービスの体系 

 

 

障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

自
立
支
援
給
付 

訪問系サービス  
○居宅介護 ○重度訪問介護   ○同行援護  

○行動援護    ○重度障がい者等包括支援  

日中活動系  

サービス  

○生活介護 ○自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

○就労移行支援  ○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

○就労定着支援  ○療養介護 

○短期入所（ショートステイ）     

居住系サービス  
○自立生活援助 ○共同生活援助（グループホーム）   

○施設入所支援  

相談支援給付  ○計画相談支援  ○地域移行支援  ○地域定着支援  

自立支援医療  ○更生医療 ○育成医療 ○精神通院医療  

補そう具  車いす、義手、義足、補聴器など 

地
域
生
活
支
援
事
業 

必須事業  

＜理解促進や自発的活動支援＞ 

○理解促進研修・啓発事業  ○自発的活動支援事業  

＜相談支援＞  

○障がい者相談支援事業 ○成年後見制度利用支援事業 

○成年後見制度法人後見支援事業 

＜生活支援事業＞  

○意思疎通支援事業  ○日常生活用具給付等事業  

○居宅生活動作補助用具（住宅改修費）  

○手話奉仕員養成研修事業  ○移動支援事業  

○地域活動支援センター事業 

任意事業  

○訪問入浴サービス事業   ○日中一時支援事業  

○巡回支援専門員整備事業   ○社会参加支援事業  

○更生訓練費支給      ○就職支度金給付  

○自動車運転免許補助    ○自動車改造助成  

○福祉タクシー利用料金補助事業 

児
童
福
祉
法
に
基
づ
く 

福
祉
サ
ー
ビ
ス 

障がい児通所支援  

○児童発達支援   ○医療型児童発達支援  

○放課後等デイサービス  ○保育所等訪問支援  

○居宅訪問型児童発達支援  

障がい児相談支援  

○障がい児相談支援  

○医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する  

コーディネーターの配置  
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３．障がい福祉サービス 

（１）訪問系サービス 

◇サービスの概要 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で介護が必要な人に入浴や排せつ、食事などの介助を

行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常時介護を要する人に自宅で入浴

や排泄、食事などの介助や外出時の移動の支援を総合的に

行います。 

同行援護 
重度視覚障がい者の外出時に同行し、移動に必要な情報の

提供や援護を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上の障がいのある

人などに、外出時の危険を回避するために必要な支援を行

います。 

重度障害者等包括支援 

寝たきり状態などの介護の必要性がとても高い人に、居宅

介護などの複数のサービスを組み合わせて包括的に支援

を行います。 

 

◇施策の方向 

居宅介護をはじめ同行援護や重度訪問介護など今後とも利用は増加していくも

のと見込まれます。見込み量に応じたサービスの提供体制を確保するために、サー

ビス事業者の把握と広く情報提供を行うことなどにより、多様な事業者の参入を

促進します。 
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◇サービス利用実績量と見込み量 

区 分 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

居宅介護 

（ホームペルプ） 
実利用者数 

(人/月) 
23 25 

29 

（24） 
22 23 24 

重度訪問介護 

同行援護 

時間 

(時間/月) 
358 378 

389 

（563） 
391 409 427 

行動援護 

重度障害者等

包括支援 

※５つのサービスを一体として設定しました。 
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（２）日中活動系サービス 

◇サービスの概要 

生活介護 

常に介護が必要な方に、昼間、施設で入浴や排せつ、食事

の介護や創作的活動や生産活動の機会を提供するもので

す。 

自立訓練（機能訓練） 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能の向上のために必要な訓練を行います。 

自立訓練（生活訓練） 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、

生活能力の向上のために必要な訓練を行うものです。 

就労移行支援 

一般企業などの就労を希望する方に、一定期間、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うもの

です。 

就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業などでの就労が困難な方に、働く場を提供すると

ともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行うも

ので、Ａ型（雇用型）とＢ型（非雇用型）の類型がありま

す。 

就労定着支援 

就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族

との連絡調整等の支援を行うものです。 

※第５期障がい福祉計画から始まるサービスです。 

療養介護 

医療の必要な障がい者で常に介護が必要な方に、医療機関

で機能訓練や療養上の管理、看護、介護や世話を行うもの

です。 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護を行う人が病気などの場合、短期間、夜間も含

め施設で入浴や排せつ、食事の介護を行うものです。 

 

◇施策の方向 

日中活動系サービスの利用ニーズは増加傾向にあり、サービス事業所も増加し

ていることからサービスの見込み量も多くなっています。 

障がいのある人の様々なニーズに対応できる日中活動の場の確保に向けて、事

業者や相談機関と連携をとり、利用者に対し事業者情報の提供に努めるとともに、

事業者に対しても広く情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進します。 
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◇サービス利用実績量と見込み量 

（上段：人／月、下段：人日／月） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

生活介護 

実利用者数 49 53 
54 

(50) 
54 55 56 

延利用日数 932 980 
1,048 

(901) 
1,058 1,078 1,098 

自立訓練 

（機能訓練） 

実利用者数 2 3 
1 

(2) 
1 1 1 

延利用日数 11 8 
21 

(24) 
22 22 22 

自立訓練 

（生活訓練） 

実利用者数 1 1 
1 

(1) 
1 1 1 

延利用日数 4 8 
2 

(22) 
22 22 22 

就労移行支援 

実利用者数 13 14 
17 

(15) 
17 17 17 

延利用日数 108 118 
139 

（278) 
142 142 142 

就労継続支援 

（Ａ型） 

実利用者数 7 19 
19 

(4) 
18 18 18 

延利用日数 84 210 
362 

(88) 
365 365 365 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

実利用者数 38 43 
44 

(46) 
41 45 49 

延利用日数 617 654 
775 

(860) 
763 837 911 

就労定着支援 実利用者数 － － － 1 1 1 

療養介護 実利用者数 6 6 
6 

(6) 
6 6 6 

短期入所 

(ｼｮｰﾄｽﾃｲ) 

実利用者数 18 24 
19 

(14) 
11 13 15 

延利用日数 45 48 
56 

(88) 
53 62 72 
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（３）居住系サービス 

◇サービスの概要 

自立生活援助 

施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象

として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地

域生活に向けた相談・助言等を行うものです。 

※第５期障がい福祉計画から始まるサービスです。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

就労又は就労継続支援等の日中活動系サービスを利用し

ている障がい者で、地域において自立した日常生活を希望

する人に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日

常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 

介護が必要な方、通所が困難な方で、自立訓練、就労移行

支援のサービスを利用している方に対して、居住の場を提

供し、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護などを行う

ものです。 

 

◇施策の方向 

障がい者の自立、地域生活を支えるために欠かすことのできないサービスであ

り、社会福祉法人やＮＰＯ法人に対して、利用者ニーズに対応したグループホーム

等のサービス基盤についての整備や運営のための情報提供や働きかけを行い、整

備を促進していきます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

（人／月） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

自立生活援助 実利用者数 － － － 1 1 1 

共同生活援助 実利用者数 7 13 
18 

(11) 
16 20 24 

施設入所支援 実利用者数 26 27 
26 

(27) 
26 26 25 

 

 



第４章 施策の展開 

 

35 

（４）相談支援 

◇サービスの概要 

計画相談支援 

障がい者の自立した生活を支え、抱えている課題の解決や

適切なサービスの利用に向けてきめ細かく支援するため、

サービス等の利用計画を作成します。また、利用状況の検

証を行い、見直しを行います。 

地域移行支援 

施設の入所者及び入院中の精神障がい者の住居の確保そ

の他地域における生活に移行するための活動に関する相

談等を行います。 

地域定着支援 

常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた

緊急の事態等に相談等の対処を行います。（緊急訪問、緊

急対応等） 

 

◇施策の方向 

障がい福祉サービスの円滑な利用を図るためのサービス利用計画の作成と地域

相談支援のサービスを提供できる相談支援事業所の確保に努めるとともに、医療

機関をはじめ関係機関と十分に連絡調整を図れるように努めます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

（人／月） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

計画相談支援 実利用者数 39 38 
34 

(24) 
36 38 40 

地域相談支援 

（地域移行支援） 
実利用者数 0 0 

0 

(1) 
1 1 1 

地域相談支援 

（地域定着支援） 
実利用者数 1 4 

4 

(1) 
4 4 4 
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４．障がい児福祉サービス【第 1 期障がい児福祉計画】 

 

児童福祉法の改正により、平成３０年４月から、障がい児に対する福祉サービスが

障がい児福祉計画として位置づけられました。既存のサービスに、新たに創設された

「居宅訪問型児童発達支援」なども加え、障がい児に対する福祉サービスの充実を図

ります。 

（１）障がい児通所支援 

◇サービスの概要 

児童発達支援 

就学前の児童に、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行う

ものです。 

医療型児童発達支援 
肢体不自由がある児童に、医療管理のもと理学療養法など

の機能訓練や支援を行うものです。 

放課後等デイサービス 
学校の授業終了後や休業日に、生活能力の向上のため、訓

練や社会との交流の促進などの支援を行うものです。 

保育所等訪問支援 

保育所等を訪問して、障がいのある児童に、障がいのない

児童との集団生活への適応のため専門的な支援を行うも

のです。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等により外出が著しく困難な障がい児に対

し、居宅を訪問して発達支援を提供するものです。 

※第１期障がい児福祉計画から始まるサービスです。 

 

◇施策の方向 

事業者に対して広く情報提供を行い、新規事業者の参入を促進し、必要なサービ

ス量の確保に努めます。 
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◇サービス利用実績量と見込み量 

（上段：人／月、下段：人日／月） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

児童発達支援 

実利用者数 7 9 11 8 10 10 

延利用日数 167 134 160 116 145 145 

医療型 

児童発達支援 

実利用者数 0 0 0 0 0 0 

延利用日数 0 0 0 0 0 0 

放課後等 

デイサービス 

実利用者数 43 50 51 46 48 50 

延利用日数 494 638 895 971 1,013 1,055 

保育所等訪問 

支援 

実利用者数 0 1 1 1 1 1 

延利用日数 0 1 1 5 5 5 

居宅訪問型 

児童発達支援 

実利用者数 － － － 1 1 1 

延利用日数 － － － 5 5 5 
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（２）障がい児相談支援 

◇サービスの概要 

障害児相談支援 

障がいのある児童が、児童発達支援や放課後等デイサービ

スなどの障害児通所支援の利用を希望する人に、その環境

やサービス利用に関する意向を反映した障害児支援利用

計画を作成します。 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるよ

うに、障がい児支援等の充実を図るため、コーディネータ

ーの配置を検討します。 

※第１期障がい児福祉計画から始まるサービスです。 

 

◇施策の方向 

児童の心身の状況や生活環境などを考慮し、児童又はその保護者のサービス利

用の意向が反映されるよう、相談支援事業者などとの連携により、相談支援の充実

に努めます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

（上段：人／月、下段：人日／月） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

障害児相談支援 実利用者数 5 4 5 5 5 5 

医療的ケア児に

対する関連分野

の支援を調整す

るコーディネー

ターの配置人数 

実利用者数 － － － 0 0 1 
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５．地域生活支援事業 

（１）必須事業 

① 理解促進や自発的活動支援 

◇サービスの概要 

理解促進研修・啓発事業 

障がいのある方が、日常生活及び社会生活をするうえで生

じる「社会的障壁」をなくすため、地域住民に対して、障

がいのある方に対する理解を深めるための研修会やイベ

ントの開催、啓発活動を行います。 

自発的活動支援事業 

障がいのある方、その家族、地域住民などが地域において

自発的に行う活動（ピアサポート、ボランティア活動等）

を支援します。 

 

◇施策の方向 

障がいのある方等への理解を深めるための研修会・イベント等の開催を検討し、

啓発活動に努めます。また、障がい者団体等の活動を支援します。 

 

② 相談支援 

◇サービスの概要 

障がい者相談支援事業 

障がいのある人、その保護者、介護者などからの相談に応

じ、必要な情報提供等の支援を行うとともに、虐待の防止

や権利擁護のために必要な援助を行います。 

成年後見制度利用支援 

事業 

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障がい者又

は精神障がい者に対し、申立てに要する経費及び後見人等

の報酬の全部又は一部を助成するものです。 

成年後見制度法人後見 

支援事業 

成年後見制度における後見業務を適正に行うことが可能

な法人を確保できる体制を整備するとともに、町民後見人

の活用も含めた法人後見の活動を支援します。 

 

◇施策の方向 

成年後見制度による支援を必要とする障がいのある人に対して、その利用の促

進を図り、権利を擁護する制度として利用者ニーズを把握し、事業を進めます。 
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◇サービス利用実績量と見込み量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

障がい者相談 

支援事業 
か所 1 1 

1 

(1) 
1 1 1 

成年後見制度利

用支援事業 
件／年 0 0 

1 

(2) 
1 1 1 

成年後見制度法

人後見支援事業 
有／無 － － － 検討 検討 有 
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③ 生活支援事業 

◇サービスの概要 

意思疎通支援事業（コミュ

ニケーション支援事業） 

聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者、視覚障がい者が、

コミュニケーションを図るために必要とする場合、手話通

訳者などを派遣するものです。 

また、町主催事業等（町民まつり、防災訓練等）において

も手話通訳者を配置して行っています。 

 

◇施策の方向 

手話通訳者や要約筆記者等の派遣事業を引き続き継続し、今後の利用増に対応

していきます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

意思疎通支援 

事業 
件/年 18 9 

9 

(20) 
14 14 14 

 

 

 

◇サービスの概要 

日常生活用具給付等事業 

在宅の重度障がい者に対し、自立した日常生活を支援する

用具などの給付・貸与を行っています。 

主な品目は、次のとおりです。 

○介護・訓練支援用具（特殊寝台、特殊マットなど） 

○自立生活支援用具（入浴補助用具、聴覚障害者用屋内

信号装置など） 

○在宅療養等支援用具（電気式たん吸引器、盲人用体温

計など） 

○情報・意思疎通支援用具（点字器、人工喉頭など） 

○排泄管理支援用具（ストマ装具、紙おむつなど） 

○居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 
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◇施策の方向 

日常生活を円滑に営むことができるよう、用具の機能や性能の向上に合わせて

見直しを行うなど、適切な給付による支援を行います。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

日常生活用具 

給付等事業 
件/年 532 589 

538 

(418) 
541 571 601 

 

介護・訓練 

支援用具 
件/年 2 1 

1 

(1) 
2 2 2 

自立生活 

支援用具 
件/年 5 1 

1 

(2) 
4 4 4 

在宅療養等 

支援用具 
件/年 0 4 

2 

(2) 
2 2 2 

情報・意思 

疎通支援用具 
件/年 2 3 

1 

(2) 
2 2 2 

排泄管理 

支援用具 
件/年 522 579 

532 

(410) 
530 560 590 

居宅生活動作

補助用具 

(住宅改修費) 

件/年 1 1 
1 

(1) 
1 1 1 
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◇サービスの概要 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等との交流活動の促進、広報活動の支援者と

して期待される、日常会話程度の手話表現技術を習得した

手話奉仕員を養成し、障がい者の自立した日常生活又は社

会生活に営むことができるように支援する。 

 

◇施策の方向 

手話講習会は、入門、基礎のコースを実施していきます。聴覚障がい者の社会参

加のため、関係機関や関係団体との連携を強化し、事業の継続に努めます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

（受講者数） 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(目標値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

手話奉仕員養成

研修事業 
人/年 8 10 

5 

(10) 
10 10 10 
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◇サービスの概要 

移動支援事業 

地域での自立した生活や社会参加を促すことを目的に、屋

外で移動が困難な障がい者等について、外出のための支援

を行うものです。 

 

◇施策の方向 

余暇活動の支援や介助者の高齢化なども踏まえ、今後、利用は増加していくと見

込まれることから、事業者と連携を図り体制の充実に努めます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

移動支援事業 

人/年 13 17 
22 

(18) 
22 23 24 

時間/年 1,304 1,370 
1,362 

(3,125) 
1,771 1,852 1,932 
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◇サービスの概要 

地域活動支援センター 

事業 

障がい者の地域生活支援の促進を図ることを目的に、地域

活動支援センターにおいて、障がい者に対する創作的活動

や生産活動の機会の提供などを行うものです。 

 

◇施策の方向 

町内にある地域活動支援センターの運営支援と関係機関や他地域との連携・協

議を図り、受入体制を確保し利用の促進をしていきます。 

 

◇サービス利用実績量と見込み量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

地域活動支援 

センター事業 

か所 1 1 
1 

(1) 
1 1 1 

人/年 6 5 
5 

(4) 
7 8 9 
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（２）任意事業 

◇サービスの概要 

訪問入浴サービス事業 
自宅での入浴が困難な障がい者の居宅に訪問して、サービ

スを提供するものです。 

日中一時支援事業 

障がい者の日中における活動の場を確保し、障がい者の家

族の就労支援及び一時的な休息を図る機会を提供するも

のです。 

巡回支援専門員整備事業 

発達障がい等に関する知識を有する専門員が、保育所や放

課後児童クラブ等の子どもやその親が集まる施設・場への

巡回等支援を実施し、施設等の支援を担当する職員や障が

い児の保護者に対し、障がいの早期発見・早期対応のため

の助言等の支援を行うものです。 

社会参加支援事業 

（レクリエーション活動等

支援・芸術文化活動振興） 

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障がい者の体

力増強、地域交流、余暇活動の充実を図るものです。 

障がい者スポーツを普及するため、スポーツ体験教室等の

開催や、余暇活動や製作意欲を高めるため、作品展を開催

するものです。 

更生訓練費支給事業 
障がい者支援施設に入所している人の社会復帰の促進を

図るため、更生訓練費を支給します。 

就職支度金給付事業 

障がい者支援施設に入所もしくは通所している人の社会

復帰の促進を図るため、施設での訓練を終了し、就職等に

より自立する場合に就職支度金を支給します。 

自動車運転免許取得費 

補助事業 

身体障がい者の社会復帰の促進を図るために、道路交通法

に規定する第１種普通自動車運転免許を取得する場合、取

得に要する費用の一部を助成します。 

自動車改造助成事業 

身体障がい者の社会復帰の促進を図るために、就労等に伴

い、自らが所有し運転する自動車の走行装置等の必要な改

造に要した費用の一部を助成します。 

福祉タクシー利用料金 

補助事業 

重度障がい者の経済的負担の軽減を図るために、外出が困

難な重度障がい者が県内のタクシーを利用した場合、一定

料金を補助します。 

 

◇施策の方向 

各事業の周知を図るとともに、新たなニーズに対応できるよう、事業内容の見直

しを行います。 
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◇サービス利用実績量 

事 業 名 単位 

実績量 見込み量 

27 年度 28 年度 
29 年度 

(計画値) 
30 年度 31 年度 32 年度 

訪問入浴サービ

ス事業 

人/年 1 1 
0 

(2) 
1 1 1 

回/年 15 3 
0 

(72) 
36 36 36 

日中一時支援 

事業 

人/年 3 6 
6 

(10) 
7 8 9 

日/年 31 57 
68 

(93) 
79 90 101 

巡回支援専門員

整備事業 
回/年 ― 23 

28 

(－) 
27 28 28 

スポーツ・レクリ

エーション教室

開催等事業、文化

芸術活動支援 

回/年 2 2 
2 

(3) 
2 2 2 

更生訓練費支給

事業 
人/年 2 2 

3 

(1) 
2 2 2 

就職支度金給付

事業 
人/年 0 0 

1 

(1) 
1 1 1 

自動車運転免許

取得費補助事業 
人/年 0 0 

0 

(1) 
1 1 1 

自動車改造助成

事業 
件/年 0 0 

1 

(2) 
2 2 2 

福祉タクシー 

利用料金補助 

事業 

人/年 288 271 
290 

(300) 
300 300 300 

枚/年 1,682 1,239 
1,700 

(1,650) 
1,650 1,650 1,650 
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６．町立かるがもセンター（多機能型事業所）の充実 

 

町立かるがもセンターは、障がい者に対し、知識及び能力の向上に必要な訓練等を

提供することにより、自立した日常生活、社会生活を促進する目的のもと運営されて

います。 

地方自治法第２４４条の２第３項に基づき、社会福祉法人松伏町社会福祉協議会を

指定管理者に指定しています。 

・指定期間 平成３０年度から平成３２年度まで 

・サービス事業内容 

生活介護＝１５人（定員） 

就労継続支援（Ｂ型）＝１０人（定員） 

 

◇施策の方向 

現在、利用している障がい者及びその保護者の高齢化が進み、利用者を送迎する

ことができなくなりつつあり、指定管理者において車による送迎サービスの要望

があります。 

そこで、平成３２年度までに町内の利用者の送迎ができるよう指定管理者にお

いて整備を進めます。 

また、生活介護については、定員を超えているため、民間のサービス提供事業者

の情報を提供していきます。 

なお、就労継続支援（Ｂ型）については、引き続き利用促進を図っていきます。 

 

◇サービス利用実績量 

事 業 名 単位 

見込み量 

29 年度 
(計画値) 

30 年度 31 年度 32 年度 

生活介護 実利用者数 
17 

(15) 
17 17 17 

就労継続支援 

（Ｂ型） 
実利用者数 

7 

(10) 
8 9 10 
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１．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児

福祉計画策定委員会の経緯 

 

 

 日時・会場 内     容 

第１回 

平成２９年７月４日（火） 

午前１０時００分～ 

役場第二庁舎 ３０１会議室 

◇策定委員会委員長並びに副委員長の選

出について 

◇計画策定の概要について 

◇計画策定のスケジュールについて 

第２回 

平成３０年 ２月１３日（火） 

午前１０時００分～ 

役場本庁舎 ２０１会議室 

◇松伏町第５期障がい福祉計画及び第１

期障がい児福祉計画（素案）について 

◇今後のスケジュールについて 

第３回 

平成３０年 ３月１９日（月） 

午後２時００分～ 

役場第二庁舎 ３０１会議室 

◇パブリックコメントの結果について 

◇松伏町第５期障がい福祉計画及び第１

期障がい児福祉計画（案）の最終協議に

ついて 
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２．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児

福祉計画策定委員会設置取扱い 

 

（設置） 

第１条 障害者総合支援法第８８条に基づく「松伏町第５期障がい福祉計画」及び児

童福祉法第３３条の２０に基づく「松伏町第１期障がい児福祉計画」の策定にあた

り、基本事項の調整等を行う松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉

計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画の策定

に関し、必要な事項について調査及び検討を行う。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１３人以内をもって組織する。 

２ 委員は、障がい者又は障がい児の福祉に関し、識見を有する者のうちから町長が

委嘱する。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員長は、必要に応じて委員以外の関係者の出席を求め、意見又は説明を聴くこ

とができる。 

 

（任期） 

第６条 委員の任期は、委嘱の日から平成３０年３月３１日までとする。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、いきいき福祉課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が会議

に諮って定める。 

附則 

この規程は、公布の日から施行する。 
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３．松伏町第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児

福祉計画策定委員会委員名簿 

 

（順不同・敬称略） 

氏  名 選 出 団 体 等 備 考 

土  屋  美  幸 多機能型事業所 ゆめみ野工房 委員長 

高  橋  芳  一 松伏町立かるがもセンター 副委員長 

山  﨑  美智子 地域活動支援センター 心  

吉  見  光  代 中川の郷療育センター  

大曽根  悦  子 松伏町手をつなぐ育成会  

及  川  佳  美 松伏心身障害児・者親の会「スマイルクラブ」  

稲  泉  純  子 松伏町じゃがいもの会  

村  山  敏  子 松伏町社会福祉協議会  

峯  岸  英  子 保健センター  
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４．用語の説明 

 

【あ行】 

◇育成医療 

育成医療は、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児（障害に係る医療を行わ

ないときは将来障害を残すと認められる疾患がある児童を含む。）で、その身体障が

いを除去、軽減する手術等の治療によって確実に効果が期待できる者に対して提供

される、生活の能力を得るために必要な自立支援医療費の支給を行うもの。 

 

◇医療的ケア 

医師の指導の下に、保護者や看護師が日常的・応急的に行う経管栄養やたんの吸

引などの医療行為。医療的ケアを必要とする児童を医療的ケア児という。 

 

◇NPO（エヌピーオー） 

継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称で、英語の

Non-Profit-Organization の略。特定非営利活動促進法に基づく法人格を持った団体

はＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）と呼ばれる。 

 

【か行】 

◇高次脳機能障がい 

頭部外傷、脳血管障がい等による脳の損傷の後遺症等として生じた記憶障がい、

注意障がい、社会的行動障がいなどの認知障がい等を指し、これに起因して、日常生

活、社会生活への適応が困難になる障がい。 

 

◇更生医療 

更生医療は、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者で、その障がいを除

去・軽減する手術等の治療によって確実に効果が期待できる者に対して提供される、

更生のために必要な自立支援医療費の支給を行うもの。 

 

【さ行】 

◇社会福祉協議会 

社会福祉法において「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と規定され、

地域社会において民間の自主的な福祉活動の中核となり、住民の参加する福祉活動

を推進し、保健福祉上の諸問題を地域社会の計画的・協働的努力によって解決しよ

うとする公共性・公益性の高い民間非営利団体。 
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◇手話通訳者 

手話を用いて通訳を行う者。所定の講習を受けて技術を習得した者を手話奉仕員

という。 

 

◇障害者基本法 

障がいのある人の自立と社会、経済、文化その他あらゆる分野への参加を促進す

るため、平成５（１９９３）年に制定された法律。平成２３（２０１１）年の改正で

は、日常生活又は社会生活において障がい者が受ける制限は、社会の在り方との関係に

よって生ずるといういわゆる「社会モデル」に基づく障がい者の概念や、障害者権利条

約にいう「合理的配慮」の概念が盛り込まれた。 

 

◇障害者自立支援法 

障がいのある人の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、これまで障

がい種別ごとに異なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サー

ビス、公費負担医療等について、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設

した法律。平成１８（２００６）年４月施行。 

 

◇障害者総合支援法 

障がい者制度改革推進本部等における検討をふまえ、「障害者自立支援法」の一部

を改正し、地域社会における共生の実現に向けて新たな障がい保健福祉施策を講じ、

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにするために、平成２５年

４月に施行された法律。 

 

◇自立支援医療制度 

身体障害者福祉法に基づく「更生医療」、児童福祉法に基づく「育成医療」、精神

保健福祉法に基づく「精神通院医療費公費負担制度（３２ 条）」と、各個別の法律

で規定されていた障害者医療費公費負担制度が、障害者自立支援法の成立により平

成１８年４月から一元化した制度。 

 

◇身体障害者手帳 

身体障害者福祉法の別表に掲げる一定以上の障がいのある人に対し、申請に基づ

いて障がい程度を認定し、法に定める身体障がい者であることの証票として都道府

県知事が交付する手帳。障がいの種類と程度によって、１級から６級まで区分され

ている。 
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◇精神障害者保健福祉手帳 

精神障がい者の社会復帰及び自立と社会参加の促進を図ることを目的として、精

神疾患を有する者のうち、精神障がいのため長期にわたり日常生活又は社会生活へ

の制約がある者を対象として交付する手帳。障がいの程度に応じて重度のものから、

１級、２級、３級に区分されている。 

 

◇精神通院医療 

精神通院医療は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する統

合失調症、精神作用物質による急性中毒、その他の精神疾患（てんかんを含む。）を

有する者で、通院による精神医療を継続的に要する病状にある者に対し、その通院

医療に係る自立支援医療費の支給を行うもの。 

 

◇成年後見制度 

判断能力が不十分な人について、契約の締結等を代わりに行う代理人などを選任する

ことにより、これらの人の財産や権利を保護するための制度。 

 

【た行】 

◇地域生活支援拠点 

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい児者の地域生活支援を

推進する観点から、障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう

様々な支援を切れ目なく提供できる仕組みを構築するため、地域支援のための拠点

や、地域の事業者が機能を分担して面的な支援を行う体制等のこと。 

 

◇地域包括ケアシステム 

地域住民に対し、保健サービス（健康づくり）、医療サービス及び在宅ケア、リハ

ビリテーション等の介護を含む福祉サービスを、関係者が連携、協力して、地域住民

のニーズに応じて一体的、体系的に提供する仕組み。 

 

【な行】 

◇難病 

難病法（難病の患者に対する医療等に関する法律）では、「発病の機構が明らかで

なく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかかること

により長期にわたり療養を必要とすることとなるもの」と定義され、平成２９年４

月時点で３３０の難病が医療費助成制度の対象となる指定難病とされている。 
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【は行】 

◇発達障がい 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい（ＬＤ）、

注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）その他これに類する脳機能の障がいであってそ

の症状が通常低年齢において発現するもの。 

 

◇バリアフリー 

高齢者、障がい者の生活の妨げとなるバリア（障壁）を改善し、両者が自由に活

動できる生活空間のあり方。一般的には建物の段差等の「物理的なバリア」を指す

ことが多いが、「制度的なバリア」「文化・情報面でのバリア」「意識上のバリ

ア」等があり、これらのバリアをなくしていくことが求められている。 

 

◇ピアサポート 

障がい者など、同じ立場の人がお互いに支え合うこと。障がい者が個人的に障が

い者の相談に応じるピアカウンセリングは、ピアサポートの一形態である。 

 

【や行】 

◇要約筆記者 

筆記を用いて話し手の内容を要約して情報伝達を行う者。 

 

【ら行】 

◇リハビリテーション 

治療や訓練というような技術的なことだけでなく、障がい者が一人の人間とし

て、住み慣れた地域に住む人々と共に、普通に生活できるようにすることであり、

その人が持っているすべての能力を最大限に活用した生活への総合的な取り組み。 

 

◇療育手帳 

知的障がい者に対して一貫した指導・相談を行うとともに、各種の援助措置を受

けやすくするために、一定以上の障がいがある人に対し申請に基づいて障がい程度

を判定し、療育手帳制度要綱に定める知的障がい者であることの証票として県知事

が交付する手帳。障がいの程度によって、○Ａ（最重度）、Ａ（重度）、Ｂ（中度）、

Ｃ（軽度）の４段階に区分されている。 
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